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本日のご説明内容 
１．会社概要  

２．半導体商社の動向 

３．当社ビジネス  

４．足元の業況及び業績見込み 

５．成長戦略（３ヶ年計画） 

６．株主還元 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
まず、本日のご説明内容ですが、１．会社概要　�２．半導体商社の動向�３．当社ビジネス　�４．足元の業況及び業績見込み�５．成長戦略（３ヶ年計画）�６．株主還元の順にご説明します。
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１．会 社 概 要  

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
初めに、当社の概要をご説明します。
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◆ 設  立   ： 1986年3月3日 

◆ 事業内容 ： 半導体、ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ・ﾈｯﾄﾜｰｸ機器等の専門商社 

◆ 売 上 高  ： 2010年3月期 851億円   

          2011年3月期 930億円(予定） 

◆ 本  社   ： 横浜市神奈川区金港町1番地4横浜ｲｰｽﾄｽｸｴｱ 

◆ 従 業 員  ： 連結880名（2010年12月31日） 

◆ 関連会社 ： 東京エレクトロン デバイス上海                                                                            

                     東京エレクトロン デバイス香港                                            

          東京エレクトロン デバイスシンガポール                                       

          パネトロン株式会社       

 当 社 概 要 

  

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
1986年3月に設立。当社の主な事業内容は、最先端の半導体やコンピュータ・ネットワーク機器等を主に北米から輸入し、販売する専門商社です。世界の有力半導体メーカー45社の製品をラインアップし、パナソニック、東芝、富士通、日立、ｼｬｰﾌﾟ、NECなど国内の大手電子機器メーカーに販売する半導体事業と2006年10月に東京エレクトロンから事業承継したコンピュータシステム事業を展開しています。売上高は、昨年度851億円。今年度は930億円を予定しています。本社は、横浜市連結従業員数は、880名です。関連会社は、海外3社、国内1社でTED上海は、半導体の設計・開発。TED香港、TEDシンガポールは、半導体の販売。パネトロンは、国内での半導体販売をそれぞれ行っています。
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福岡 大阪 

松本 
北関東 

立川 

新宿 
名古屋 

水戸 

仙台 

本社（横浜） 

長岡 

京都 
広島 

浜松 
三島 

宇都宮 

 国 内 営 業 拠 点 

厚木 

エンジニアリングセンター（横浜） 

◆ 全国 21拠点 

姫路 
つくば 

2010年 4月   姫路営業所、 
                   広島営業所開設 
2010年10月 郡山オフィス開設 

郡山 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
国内の営業拠点は、21拠点あります。2010年4月に姫路営業所と広島営業所、10月に郡山オフィスを開設しました。お客様に、より近い場所で効率的な営業活動を行う方針の元、半導体事業を中心に営業拠点の拡充に努めています。全国展開している半導体商社は少なく、お客様から評価いただいています。
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・ 1965年 東京エレクトロン㈱の半導体事業部門でビジネスを開始 

・ 1986年 当社の前身であるテル管理サービス㈱を設立 （登記上の設立日） 

・ 1990年 東京エレクトロンデバイス㈱に社名変更し半導体ビジネスを開始 

・ 1998年 東京エレクトロン㈱の半導体事業の承継完了 

・ 2003年 東証2部 上場（3月7日） 

・ 2006年 コンピュータシステム事業を承継 

・ 2010年 東証1部 上場（12月24日） 

半導体      
製造装置事業 

半導体     
事業 

 当 社 沿 革 

東京エレクトロン㈱ 

当  社 

コンピュータ 
システム事業 

FPD/PV     
製造装置事業 

東京エレクトロン㈱   
持株比率 55.4% 

◆40年超の歴史と経験を有する専門商社 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
当社東京エレクトロンデバイスの設立は、1986年ですが、半導体事業は、東京エレクトロンで1965年からビジネスを開始しており、現在まで45年の歴史と実績があります。1986年は、登記上の設立日で、1990年まではテル管理サービスという社名でビル管理を行っていました。1990年9月に東京エレクトロンデバイスに社名変更し、半導体の輸入販売業務を行うようになりました。この時点では、東京エレクトロンと当社の両方で半導体の輸入販売を行っていました。東京エレクトロンは、元々商社で、半導体や半導体製造装置の輸入・販売を行っていました。その後、半導体製造装置のメーカーとしての志向を強め、現在では、液晶製造装置、太陽電池製造装置も加わり、製造装置メーカーとなっています。そうした歴史的背景もあり、半導体事業を半導体製造装置事業から分離させ、最適なマネジメントのもと、事業を推し進めるため分社化の決定を行い、1998年に半導体事業の全てが東京エレクトロンから分離、独立しました。2003年3月7日には、東証2部に上場を果たし、2006年10月には、東京エレクトロンのコンピュータシステム事業も承継しました。2010年12月24日には、念願の東証1部に上場しました。東京エレクトロングループの中での当社の位置付けは、半導体とコンピュータシステムを扱う商社機能を担う会社となっています。
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２．半導体商社の動向  

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次に、当社が属する半導体商社業界について皆様にはあまり馴染みのない業界だと思いますので、当社のビジネスをご説明する前に業界全体のお話しをしたいと思います。
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 上場半導体商社(同業他社） 

注） 上記会社の選定は、当社の推定により行っております。 

   社名は、五十音順に記載しております。 

【日系メーカー系（日本の半導体メーカーの商品を主に取り扱う商社）】 

【海外メーカー系（海外の半導体メーカーの商品を主に取り扱う商社）】 

 ㈱エクセル、 ㈱カナデン、佐鳥電機㈱、三信電気㈱、新光商事㈱、 

 都築電産㈱、㈱立花エレテック、㈱バイテック、㈱ＵＫＣホールディングス、 

 ㈱リョーサン、菱電商事㈱、菱洋エレクトロ㈱ 、㈱ルネサスイーストン 

 ㈱アムスク、インターニックス㈱、加賀電子㈱、黒田電気㈱、 

 ㈱トーメンエレクトロニクス、㈱トーメンデバイス、伯東㈱、 

 ㈱パルテック、富士エレクトロニクス㈱、㈱マクニカ、丸文㈱、 

 当社 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
上場半導体商社、同業他社を記載しました。半導体商社は、上場会社だけで30社程度あります。その中で、日系メーカー系と海外メーカー系に大別されています。日系メーカー系は、日系半導体メーカーの販社的役割となります。物流業務が中心的な役割で、技術サポートは日系メーカーが行います。日系メーカー系商社は、お客様へ販売する権利、すなわち「商権」の獲得を目指し、事業規模を追及をする傾向があります。一方海外メーカー系は、米国や欧州社製の半導体を輸入・販売しますが、その中でも、技術サポートが必要な半導体を扱う商社と必要ない半導体を扱う商社に分かれます。技術サポートが必要ない半導体を扱う商社は、日系メーカー系と同様事業規模を追求する傾向にあります。当社は、技術志向型で、技術商社を標榜しており、技術サポートが必要な高付加価値半導体を中心に扱っています。なお、会社の選定は、当社の推定により行っております。
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 半導体商社の動向 

◆ 従来型の商社機能を強化 

   ⇒商権獲得、物流業務の強化 

◆ 技術商社を志向 

   ⇒技術サポートが必要な高付加価値商品の拡充、 

     お客様の製品設計部へ提案営業（デザインイン）、 

     自社ブランド商品（メーカー機能） 

◆ 海外展開を強化 

   ⇒海外拠点の拡充、海外半導体商社と提携 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
半導体商社の最近の動向としましては、商権獲得や物流業務の強化を図る従来型の商社。アジアの拠点拡充や、アジアの半導体商社との提携など、海外展開を強化する商社。技術商社を目指す商社があります。当社は、元々技術商社であり、技術サポートが必要な高付加商品の拡充やお客様へのデザインイン活動、メーカー機能である自社ブランド商品など行っています。当然、従来型の商社機能の強化やアジアへの展開強化も図っていきますが、技術力の強化も図っていきます。
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３．当 社 ビ ジ ネ ス 
① 半導体事業 

② 開発ビジネス 

③ コンピュータシステム事業 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次に当社ビジネスの特徴、強みについてご説明します。①半導体事業として、半導体商社のビジネスについて②半導体事業の中で、メーカー機能である開発ビジネスについて③コンピュータシステム事業についてご説明します。
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① 半導体事業 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
それでは、初めに半導体事業の商社ビジネスについてご説明します。
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 ビジネス形態 

【 当 社 】 

半導体 
メーカー 

電子機器 
メーカー 

【 仕 入 先 】 

商 社 
仕入 販売 

【主なお客様 】 

 【特徴】 

◆ 外国系有力ﾒｰｶｰ 

  を中心に約45社 

◆ 最先端商品を 

     ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ  

 【特徴】 

◆ 高付加価半導体を 

  技術ｻﾎﾟｰﾄとともに 

  提供する技術商社 

 【特徴】 
◆ ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾃﾚﾋﾞ、 

  PC、携帯電話、 

  医療機器など 

   幅広分野に 

   満遍なく販売 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
まず、ビジネス形態ですが、最先端の半導体をマーケティングし、有力半導体ﾒｰｶｰ約４５社の製品を取り扱っています。それをテレビ、PC、携帯電話、医療機器などを作っている電子機器メーカーに販売しています。最先端の半導体を採用いただくにあたっては、半導体の機能や使い方の説明、不具合対応などが欠かせません。すなわち技術サポートなしでは、購入いただけません。それができる商社は限られています。それを行い、お客様から高い評価をいただいていることが当社の最大の強みです。



12 

ザイリンクス 
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾏﾌﾞﾙﾛｼﾞｯｸﾃﾞﾊﾞｲｽ（PLD）半導体で 
50% 以上のｼｪｱを占めるNO.1企業 

T I 
半導体ﾒｰｶｰ売上高ﾗﾝｷﾝｸﾞ世界4位 
ﾃﾞｼﾀﾙｼｸﾞﾅﾙﾌﾟﾛｾｯｻ（DSP）でNO.1企業 

リニアテクノロジー 高機能ｱﾅﾛｸﾞIC分野で世界を代表する企業 

フリースケール 
ﾓﾄﾛｰﾗ社から分離独立。CPUの代表的企
業 

 仕 入 先 

◆ 外国系有力メーカー中心に約45社 

◆ 最先端商品をマーケティング 

【外国系35社】 

【国内10社】 

  富士通、コーセルなど 
注）社名は敬称を省略し、略称で記載しております。 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
仕入先の特徴としては、外国系有力メーカーを中心に45社を取り扱っていて、技術的に最先端の半導体を常にマーケティングしています。現在の当社の主力商品であるｻﾞｲﾘﾝｸｽ社は、PLDで世界NO.1の企業です。当社は、そのNO.1代理店として、日本での販売シェアは６割です。TI社は、世界４位の半導体メーカーで、DSPで世界NO.1の企業です。TI社の代理店には後発でなったのですが、現在NO.2の代理店です。リニアテクノロジー社は、高機能アナログICの専業企業で世界的を代表する企業です。やはり、NO.1代理店でシェア５割です。最先端の半導体は、アメリカのカリフォルニア、サンノゼにシリコンバレーと呼ばれる地域があり、そこから、生まれる傾向にあります。それをいち早くキャッチする力が当社にはありますし、外国系の半導体メーカーからは、当社に代理店になって欲しいと声がかかります。各仕入先における代理店シェアは、１位が多く、仕入先と良好な関係を構築しています。
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 品 目 別 売 上 構 成 

 

汎用IC 
26％ 

専用IC 
22％ 

ﾒﾓﾘｰIC 

ﾏｲｸﾛﾌﾟﾛｾｯｻ  

光学部品 

単体電子部品 
電子部品他 

PLD（ｻﾞｲﾘﾝｸｽ） 

ASIC（富士通） 

画像処理用IC（ﾋﾟｸｾﾙﾜｰｸｽ） 

通信用IC（ﾌﾘｰｽｹｰﾙ） 

汎用ｱﾅﾛｸﾞIC（ﾘﾆｱﾃｸﾉﾛｼﾞｰ） 

汎用ﾛｼﾞｯｸIC（TI） 

ﾌﾗｯｼｭﾒﾓﾘ（ｽﾊﾟﾝｼｮﾝ） 

CPU（ﾌﾘｰｽｹｰﾙ） 

DSP（TI） 
ｶｽﾀﾑIC 

21％ 

＜2011年3月期中間 売上高374億円＞ 

◆ 高付加価値半導体を中心とした商品構成 

◆ 最先端商品を技術サポートとともに提供 

注） 社名は敬称を省略し、略称で記載しております。 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
ここでは、半導体の中には、いくつか種類があって、当社は高付加価値半導体を中心とした商品構成になっていることをご確認ください。汎用ICの中のアナログＩＣ、カスタムIC、専用ICは、技術的付加価値をつけられる商品であり、トータルな提案、サポートの中で、他社との差別化を図っています。また、価格変動の激しいDRAM製品の取り扱いが僅かであることから、シリコンサイクルの影響を受けにくく、安定かつ確実な収益性が期待できる商品構成となっています。半導体事業の品目別売上高の中で、あらゆる用途に使用される汎用ＩＣは、26％です。代表的な商品は、リニアテクノロジー社のアナログICとＴＩ社のロジックＩＣです。専用ＩＣは、２２％です。専用ICとは、特定用途用向けに作られるICで、代表的な商品例としては、液晶プロジェクターに使われるピクセルワークス社製画像処理用ＩＣがあげられますカスタムICは、21%です。カスタムICとは、お客様の仕様に合わせて作られるICで、代表的な商品は、ザイリンクス社のPLD（プログラマブルロジックデバイス）です。
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 最 製 品 別 売 上 構 成 

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ・周辺機器      
17％ 

通信機器       
20％ 

産業機器     
36％ 

車載機器         
5％ 

民生機器        
22％ 

＜2011年3月期中間 売上高374億円＞  

◆ 最終製品は幅広い分野に満遍なく販売 

分 野 主な最終製品 主なお客様 

産業機器 医療機器、金融端末、半導体製造装置、ＦＡ機器 沖電気、東芝、ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ他 

民生機器 ﾃﾞｼﾞﾀﾙｶﾒﾗ、薄型TV 、AV機器 ｿﾆｰ、東芝、ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ、日立他 

通信機器 携帯電話、ﾙｰﾀｰ、伝送装置、携帯電話基地局 ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ、日立、富士通他 

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ・周辺機器 複合ﾌﾟﾘﾝﾀ、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀー、PC及び付属機器 NEC、ｾﾞﾛｯｸｽ、ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ他 

車載機器 ｶｰﾅﾋﾞｹﾞｰｼｮﾝ、ｶｰｵｰﾃﾞｨｵ ｱｲｼﾝ、ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ他 

注） 社名は、敬称を省略し、略称を使用し、五十音順で記載させていただいております。 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
最終製品は、一つの分野に偏ることなく幅広い分野に満遍なく販売しています。半導体は、携帯電話などの通信機器、パソコンなどのコンピュータ・周辺機器に多く使われることから、通常、この比率が多くなりますが当社は、医療機器、FA機器などの産業機器の比率が高く、安定した売上、利益に結びつけています。また、日本を代表する大手電子機器メーカーがお客様で売上高の７割を占めます。
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0

40

80

120

07/3期 08/3期 09/3期 10/3期 11/3期（予）

中間売上高： 61百万ドル                
前年中間増減率：50％増 

70.5 

54.7  

71.1 

（US$M） 

【 営 業 拠 点 】 【 海外連結子会社 売上高推移 】 

88.1  

 海 外 ビ ジ ネ ス 

通期予想 
120 

2010年12月：ﾏﾚｰｼｱに    
拠点開設 

大連 

上海 

香港 

深圳 

シンガポール 

マレーシア 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
海外展開についてご説明します。今中間売上高は、61百万ﾄﾞﾙ（前中間期比50％増）�通期予想売上高は、120百万ﾄﾞﾙ（前期通期比36％増）を予想しています。日系企業を主なお客様として、大連、上海、深せん、香港、シンガポール、マレーシアで、営業活動を行っています。深せんは、1年前の2009年12月に開設したオフィスでエンジニアを常駐させ、技術サポートにも取り組んでいます。マレーシアは、2010年12月に開設したオフィスです。中国以外のアジア地域の営業拠点として、シンガポールに次いで開設しました。更に拠点を増やしていく方針です。
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② 開発ビジネス 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
続いて、開発ビジネス「インレビアム」についてご説明します。当社の持つ技術力を具現化させるビジネスとして、メーカー機能である開発ビジネスに取り組んでいます。インレビアムは、当社の自社ブランド名です。Intellectual（知的な）＋Revolutionary（革新的な）＋-ium（要素）を組み合わせた造語です。
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・自社ブランド 商品 
 （インレビアム) 

開発機能 

 開 発 ビ ジ ネ ス 

◆ メーカー機能への取り組み 

市場ニーズ 

設計依頼 

主な 
お客様 
電子機器 
メーカー 

設計機能 
・設計受託業務 
 （ﾃﾞｻﾞｲﾝｻｰﾋﾞｽ） 
・OEM 
 （量産販売） 

マーケ 
ティング 

設計開発センター 

・横浜 
・仙台 
・上海（中国）  
・無錫（中国） 

デザイン 
サービス 
OEM販売 

商品化 

開発技術       
の蓄積 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
メーカー機能である開発ビジネスには、設計機能としてお客様のご要求に応じてIC等の設計を行う設計受託業務、それを量産し、お客様に納めるＯＥＭ。開発機能として市場ニーズを取り入れた開発機能である自社ブランド商品があります。半導体商社は、上場会社だけで30社ほどあり、技術商社を謳っている商社も最近増えてきました。日系メーカー系でも外国製の半導体を扱う商社が増えはじめ、技術サポートが欠かせなくなったためです。当社は、技術サポートでも他社より優れていると自負していますが、当社のように自社ブランドを持ち、半導体やボードの量産化を行っている商社はまだ少ないと言えます。
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 自社ブランド商品 

◆ 80種類以上ラインアップ、セキュリティ商品を拡充 

映像機器用LSI ﾒﾓﾘｺﾝﾄﾛｰﾗ用LSI PLD用LSI 

PLD評価ボード 信号処理ボード 3次元計測ボード 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
自社ブランド商品は、現在80種類以上の商品をラインアップしています。上段がLSIで、所謂半導体やICと呼ばれています。当社は、映像機器向けやメモリーカードコントローラ用LSIに、独自の技術を有しています。監視カメラ、デジタルカメラなどに採用されています。PLD用LSIは、ザイリンクス社のPLDとセットで使用することで、さまざまな機能の追加や性能アップに貢献するLSIを開発しています。ご覧の商品は、セキュリティ機能のアップを可能にするLSIです。下段は、基板の上に半導体を搭載したもので、ボードと呼ばれています。主にPLDを搭載したボードの設計・開発をしています。
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③ コンピュータシステム事業 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
当社ビジネスの最後としてコンピュータシステム事業についてご説明します。
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 ビ ジ ネ ス 形 態 

【 当 社 】 

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｼｽﾃﾑ 
機器ﾒｰｶｰ 

企業 
官公庁 

【 仕 入 先 】 

商 社 
仕入 販売 

【 主なお客様 】 

ｼｽﾃﾑ構築 
保守 

【特徴】 

◆  ﾕﾆｰｸで差別化可能な 

     最先端技術を探し出し  

   国内に投入 

     ﾈｯﾄﾜｰｸ関連機器、 

   ｽﾄﾚｰｼﾞ関連機器、 

   ｿﾌﾄｳｪｱなど 

【特徴】 

◆ 技術的に難しい 

  複合ｼｽﾃﾑを提供 

【特徴】 

◆ ﾈｯﾄﾋﾞｼﾞﾈｽ企業、 

    ｼｽﾃﾑ構築企業、    

    企業・官公庁の     

    ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｼｽﾃﾑ 

    担当部署へ販売 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
まず、コンピュータシステム事業のビジネス形態につきましては、インターネットなどのコンピュータシステムの構築に不可欠なネットワーク関連機器やストレージ関連機器を主に米国からユニークで差別化が可能な最先端技術を探し出し、国内に投入。 参入したマーケットで№１になる事を選定基準にしています。 技術的に難しい複合システムを高度なサポート力と共にネットビジネス企業や、システムインテグレーター、Sier（エスアイヤー）と呼ばれるシステム構築企業、企業、官公庁の情報システム部などのコンピュータシステム担当部署に提供しています。
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 品 目 別 売 上 構 成 

ネットワーク 
関連   
46％ 

ソフトウェア
29％ 

ストレージ    
関連       
25％ 

ブロケード社 

SANｽｲｯﾁ 
F5ネットワークス社 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続機器 

（負荷分散、ｾｷｭﾘﾃｨ用） 

マイクロソフト社 
企業向け産業機器に 
組み込まれるｿﾌﾄｳｪｱ 

＜2011年3月期中間 売上高80 億円＞  

注） 社名は敬称を省略し、略称で記載しております。 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
コンピュータシステム事業の売上高の内訳ですが、ネットワーク関連機器が、46％です。売上の中心は、米国のエフファイブネットワークス社製で、インターネットなどのネットワークの負荷分散装置です。ソフトウェア製品は、29％です。ソフトウェアの売上の中心は、マイクロソフト社で、当社が取り扱うマイクロソフト社の商品は、組込み用のウィンドウズで、コンビニエンスストアのPOS端末など、パソコン以外の機器に広く使用されています。ストレージ関連機器が、25％です。売上の中心は、米国のブロケード社製で、ストレージエリアネットワークのスイッチに用いられる製品です。
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Ｆ5ネットワークス社 

ADC（アプリケーションデリバリーコントローラ）  
市場でのリーダー企業 

日本シェア40％ 

国内3,000社を超える企業に導入 

マイクロソフト社 

世界標準と呼ばれるWindowsなど 
パソコンＯＳ市場で世界ＮＯ.１企業。 

パソコン以外の機器に組み込まれるＯＳ市場でも    
高シェアを誇る 

ブロケード社 
ストレージエリアネットワーク（SAN）を構成する 
ファイバーチャネル・スイッチ製品のリーダー企業 

国内シェア80%以上 

 仕 入 先 

注） 社名は敬称を省略し、略称で記載しております。 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
主な仕入先についてご説明します。エフファイブネットワークス社は、ADC（アプリケーションデリバリーコントローラ）市場のリーダー企業で、国内シェアは40％、日本では3,000社を超える企業に導入されています。 ADC（アプリケーションデリバリーコントローラ）とは、コンピュータ（サーバ）とユーザー間との通信に仲介し、パフォーマンスやレスポンスを向上させたり、セキュリティを強化するという役割を持っている製品 のことです。Ｆ５ネットワークス社の負荷分散装置が代表的な製品。世界標準と呼ばれるWindowsなど、パソコンＯＳ市場で世界ＮＯ.１企業。パソコン以外の機器に組み込まれるＯＳ市場でも高シェアを誇っています。ブロケード社は、ストレージエリアネットワーク（SAN）を構成するファイバーチャネル・スイッチ（負荷分散スイッチ）のリーダー企業です。国内シェア80%以上 です。 ストレージエリアネットワーク（SAN）を構成するファイバーチャネル・スイッチ製品からスタートし、 現在は、 データセンターなどの要件に対応するネットワーキング製品を開発・販売しています。 
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４．足元の業況及び業績見込み  

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
それでは、足元の業況及び業績見込みについてご説明します。
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 当社を取りまく事業環境  
【 半導体事業 】 
    ・ 上期： 産業機器の回復顕著 

        第1四半期好調、第2四半期一服感                 

    ・ 下期： 一部用途には減速懸念あるが、 

                足元の状況は総じて底堅く、 堅調持続を想定 
 

【 コンピュータシステム事業 】 

    ・ 上期： 企業のＩＴ投資は慎重 

                製品販売は回復途上だが想定どおり 

        保守は堅調 

    ・ 下期： 下期偏重の傾向あり、回復を想定 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
当社をとりまく事業環境ですが、半導体事業では、上期は、在庫調整の終了により、半導体市場は回復基調にあります。分野別では、産業機器は、昨年、秋以降、受注の回復が顕著になりました。民生機器は、薄型テレビを中心に好調を維持していますが、一服感がある状況です。下期は、テレビに代表される民生機器やパソコンに減速傾向がありますが、足元の状況は総じて底堅く、堅調持続を想定しています。コンピュータシステム事業では、データセンターなどの有望な分野はありますが、企業のIT投資は、いまだ慎重な姿勢が続いている状況です。上期は、製品販売は苦戦しましたが、保守は堅調に推移しました。下期は、緩やかな回復を想定しています。
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 今期（2011年3月期） 業績予想 

2010年3月期 

前期実績 

（A) 

2011年3月期 今期予想 

年初発表 

2010.4.28 

修正発表（B) 

2010.9.24 

増減額 

（B）-（A） 

増減率 

(％) 

売上高 85,145 91,000 93,000 7,854 9.2 

営業利益 2,079 2,690 2,870 790 38.0 

経常利益 2,117  2,600 2,900 782 37.0 

当期純利益 1,166  1,640 1,910 743 63.8 

 

 

（単位：百万円） 

◆ 9月24日 連結業績を上方修正 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
今期通期の連結業績予想を上方修正しました。売上高は、前期比78億円増、9.2％増の930億円、営業利益は、前期比38％増の28億7千万円、経常利益は、37％増の29億円、当期純利益は、64％増の19億1千万円を予想しています。また、1月27日（木）に第3四半期の決算を発表しました。売上高は、前期比9.5％増の680億円、営業利益は、前期比69％増の18億3千9百万円、経常利益は、63％増の20億1千4百万円、当期純利益は、13億4千6百万円、となり、ほぼオンラインで進行しています。
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 セグメント別 連結売上高予想 

セグメント 
中間 

実績 

下期 

予想 

通期 

予想 

対前年通期 

増減額 
増減率 

（％） 

半導体事業 37,475 37,525 75,000 7,560  11.2 

コンピュータ 

システム事業 
8,059 9,941 18,000 293  1.7  

合 計 45,535 47,465 93,000 7,854 9.2 

（単位：百万円） 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
セグメント別の連結売上高につきましては、下期については、半導体事業は、上期比フラット。コンピュータシステム事業は、上期比19億円増と見ています。通期では、半導体事業は、前期比11.2％増の750億円。コンピュータシステム事業は、前期比1.7％増の180億円。全体では、9.2％増の930億円と見ています。
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５．成 長 戦 略 
（2010年7月 ３ヶ年計画を発表） 

    【３ヶ年計画 施策】 

１．半導体事業（国内展開） 

２．半導体事業（海外展開） 

３．開発ビジネス 

４．コンピュータシステム事業 

５．新規事業 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
当社の成長戦略として、昨年7月に発表した3ヶ年計画について、ご覧の順番で、ご説明します。
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 業績推移及び３ヶ年計画 

882

997

1,121

947

851

1,020
1,100

930

3.63.43.0 3.3 3.4
2.2 2.5 3.1

06/3期 07/3期 08/3期 09/3期 10/3期 11/3期（予） 12/3期（予） 13/3期（予）

売上高（億円） 経常利益（億円） 経常利益率（％）

26 
32 

38 

20 21 

40 

29 
35 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
具体的な施策をご説明する前にご覧いただいているグラフは3ヶ年計画を加味した、業績推移のグラフです。2008年3月期の売上高1,121億円、経常利益38億円は、上場以来の最高売上高と最高経常利益です。3ヶ年計画は、今期を初年度として、2013年3月期までの3年間の計画です。半導体商社の平均経常利益率は、２％台で、当社は、経常利益と経常利益率を重視していきたいと考えています。
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 半導体市場予測 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000
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アジア

日本

ヨーロッパ

アメリカ

（US$M） 

出典）WSTS 2010年秋季半導体市場予測 

平均成長率（2009年～2012年） 

国   内：7.4％  アジア ：14.4％ 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次に、WSTS（世界半導体市場統計）の2010年秋季半導体市場予測をご覧ください。世界半導体市場のドルベースでの伸び率は、2009年は、世界金融危機の世界経済の影響を受け、10月からプラスに転じたものの前年比9.0％減の2,263億ドルとなりました。2010年は、大幅な回復を見せ32.7％増の3,004億ドル（26兆5,900億円）と予想されています。これは、2007年に達成した最大市場規模の2,556億ドルを超え過去最高の市場規模となります。2011年は、成長を継続し、4.5％増、2012年も、成長を継続し、5.6％増と予想され、2009年から2012年の年平均成長率は、13.6％となります。日本は、7.4％　アジアは、14.4％の成長率になります。
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   ◆ 新規顧客獲得 

     ① 拠点拡充による地域密着営業の一層推進 

     ② 産業機器分野（医療、環境など）に注力 
 

   ◆ 商権拡大 

     ① 技術サポートの充実により既存顧客を深耕 

目標：半導体市場予測プラスαの成長 

 １．半導体事業（国内展開）  

安定成長の源泉（当社ビジネスの根幹） 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
半導体事業　国内展開につきましては、まず、新規顧客獲得、開拓に努めます。具体的には、拠点拡充による地域密着営業の一層推進です。2010年４月に広島、姫路に営業所を開設しました。2010年10月に郡山にサテライトオフィスを開設しました。また、産業機器分野（医療、環境など）に注力していきます。特に、機械と電子技術を組み合わせたメカトロニクスは、ものづくり日本の象徴的な分野で、日本が世界をリードしている分野だと考えています。医療機器、水処理装置、半導体製造装置、ロボット、工作機械、FA機器などのメーカーに拡販していきたいと思います。商権拡大は、今までも行ってきたことですが、引き続き、当社の強みの技術サポートを充実させ、今まで以上に既存顧客を深耕し、当社から購入いただく半導体の種類と量を増やしていきたいと思います。商権とは、お客様への販売権利です。お客様は、半導体の種類によって、この半導体はA社、違う種類の半導体はB社など、購入する商社が違います。商権を拡大することで、様々な半導体をセットで販売できるようになります。国内展開は、安定成長の源泉であり、当社ビジネスの根幹です。日本の半導体市場予測の2011年は5.2％増、2012年は5.1％増であり、プラスアルファの成長を目指しています。
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 ２．半導体事業（海外展開） 

  

◆ 有望マーケットであるアジア地域での拡販 
  ① 営業拠点の拡充 

  ② 現地企業への営業強化 

目標：半導体事業売上高の20％ 

売上拡大の源泉 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
続いて、半導体事業（海外展開）についてご説明します。有望マーケットであるアジア地域での更なる拡販に努めていきます。具体的には、営業拠点を拡充していきます。今期中にマレーシアに拠点を開設しましたが、今年、更にタイへの進出を検討しています。また、現状の主なお客様は日系企業ですが、今後は中国をはじめ現地企業への販売強化にも努めていきます。海外展開は、売上拡大の源泉と位置づけ、目標数値として、半導体事業売上高比率で、昨年度13％を20％に拡大していきたいと考えています。
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  ◆ 設計受託業務、OEM販売の推進 

    ① 量産供給及び品質体制の強化 

         ② トップセールスによる顧客拡大 
 

  ◆ 自社ブランド商品の拡販 

    ① セキュリティ関連向け商品群の拡充 

    ② アジア地域への販売推進 

目標：売上高80億円 

 ３．開発ビジネス 

利益成長の源泉 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
続いて、開発ビジネス「インレビアム」についてご説明します。設計受託業務及びＯＥＭビジネスについては、メーカー機能の強化、ＯＥＭビジネスの伸長を目的として、量産供給及び品質体制の強化に引き続き努めています。また、トップセールスによる顧客拡大に努めます。自社ブランド商品については、当社の強みであるマーケティング力をいかし、市場ニーズにマッチした自社ブランド（インレビアム）商品の開発を加速させていきます。その中で、監視カメラやドライブレコーダーなどのセキュリティ関連向け商品の拡充に努めます。また、市場の拡大が見込まれるアジア地域へ販売推進していきます。
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  ◆ お客様に密着した提案営業を強化 

    ① 製品別営業からお客様別営業に組織改編 

    ② 全国21箇所の営業拠点を活用 
 

  ◆ 需要が高まるﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ向けﾋﾞｼﾞﾈｽに注力 

    ① ｼｽﾃﾑ構築、製品販売、保守のﾄｰﾀﾙ提案 

目標：コンピュータシステム事業で経常利益率10％ 

 ４．コンピュータシステム事業 

利益成長の源泉 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
続いて、「コンピュータシステム事業の特徴」についてご説明します。お客様に密着した提案営業を強化していきます。ストレージ機器、ネットワーク機器などの製品別営業体制をお客様別に組織を改編しました。また、全国21箇所の営業拠点を活用し、ソリューション提案を積極的に行っていきます。データセンター向けビジネスについては、現在、高速なインターネットが普及し、ハードウェア、ソフトウェアは、所有する時代から、必要なときに必要な分だけ利用する時代へと変わりつつあり、いわゆるクラウドコンピューティング時代に突入しています。クラウドコンピューティングが普及すると、その運用、保守、サポートを行うデータセンターの需要が高まります。当社では、データセンター向けにシステム開発、機器販売、保守・運用・サポートを一体化させた、トータル提案を行いビジネスを発展させたいと考えています。コンピュータシステム事業は、半導体事業と比較し、利益率が総じて高く、利益成長の源泉と位置づけ、システムインテグレーターの利益率を参考にし、経常利益率10％を目標にしています。
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 トータル提案営業の強化 

ストレージ 

ネットワーク 

ソフトウェア 

 システム 
 構築 

保守 
サポート 

仕入先 

コンピュータ 

システム機器 

メーカー 

 ◆ 営業体制を改編、直販体制を強化 

お客様 

企業 

官公庁 
直販体制強化 

当 社 
 

販売 
パートナー 

間接販売 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
コンピュータシステム事業の営業体制をチャートにしたものです。今までは、どちらかというと当社の販売パートナーで、システムを構築するシステムインテグレータが、システム構築する際に、当社のネットワーク機器、ストレージ機器などを含めて販売していました。今回の組織の改編は、直接販売を強化するものです。当社が、システム構築、製品販売、保守サービスまで全て行うことで、お客様に直接、トータル提案していきます。
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  ◆環境エネルギー等成長分野への進出  

    ① LED、電池などの取扱いを開始 

      ⇒リンクラブス社、 

                インフィニット・パワー・ソリューションズ社 
                             

    ② 組み込み機器向け省電力製品の販売に注力 

      ⇒インテル社製品の取扱いを開始 

 ５．新規事業 

事業拡大の源泉 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
成長戦略の最後として、新規事業についてご説明します。環境エネルギー等の成長分野に進出したいと考えています。半導体やコンピュータネットワーク機器にこだわらず今後成長が見込まれる製品の発掘を行っていきます。昨年度、専門部署として、グリーンプロダクト推進部を設置し、マーケティング活動を行い、2社と代理店契約を締結しました。1社は、米国のリンクラブス社で、AC駆動LEDのメーカーです。もう1社は、米国のインフィニット・パワー・ソリューションズ社で高機能リチウム電池のメーカーです。また、インテル社の組み込み機器に使用される省電力製品の販売も開始しました。当社としては、事業の多角化により、事業拡大の源泉と位置づけています。
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 高機能リチウム電池 

＜ 特 徴 ＞ 

  ・省スペース ： 超薄膜形成技術、厚さ0.17mm 

  ・クリーンエネルギー ： 有害物質なし、不発火 

  ・長寿命 ： 充電、放電10,000回、電荷保持10年 

◆ 環境/省エネルギー関連商品の販売促進活動  

厚さ0.17mm 

インフィニット・パワー・ソリューションズ社 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
ご覧いただいている画面は米国インフィニット・パワー・ソリューションズ社の高機能リチウム電池です。この高機能リチウム電池の一番の特徴は、その薄さにあります。超薄膜形成技術により、人の毛髪（もうはつ）2本分、0.17ミリの薄さです。また、有害物質は含まれておらず、全固体であるため、発火の心配もないことから、環境にやさしいクリーンエネルギーであると言えます。さらに、充電・放電が1万回、電荷保持が10年と電池寿命が長いため、さまざまな携帯電子機器への使用が見込まれております。
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６．株主還元 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
最後に、株主還元についてご説明します。



38 

 配 当 方 針 

◆ 継続的かつ安定的な配当の実施 

◆ 業績連動型として連結配当性向30％目安 
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6,600 6,600

5,000
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113.3

45.5
36.3

31.7 31.9

0

5,000

10,000

06/3期 07/3期 08/3期 09/3期 10/3期 11/3期（予）

0

40

80

120

1株当たり年間配当金 配当性向

（円） （％） 東証１部 
記念配当 

600円 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
当社の配当方針は、「継続的かつ安定的な配当の実施」と「業績連動型として連結配当性向30％」を掲げています。継続的かつ安定的な配当は、強い意思で実施していきます。2009年3月期を見ていただくと、中間 3千300円、期末 3千300円、年間 6千600円を実施しました。配当性向は113％になりました。リーマンショックによる急激な業績の低下がありましたが、「継続的かつ安定的な配当の実施」の方針のもと、期初の予定通りの配当を実施しました。2010年3月期は、厳しい事業環境の中、中間 2千500円、期末 2千500円、年間 5千円を実施。今期は、中間3,000円を実施、期末3,000円を予定し、年間6,000円と1,000円の増配を予定しています。また、1月27日に東証1部上場の記念配当600円を発表しました。したがって、今期は、年間6,600円の配当を予定しています。
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おかげさまで 2010年12月24日 
東証1部に上場いたしました。 
 

今後も株主の皆様をはじめ 
お客様 仕入先など 
広く社会から信頼される 
NO.1 技術商社を目指してまいります。 
 

本日はご清聴ありがとうございました。 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
最後となりますが、おかげさまで2010年12月24日に東証2部から1部に上場いたしました。今後も、株主の皆様をはじめ、お客様　仕入先など広く社会から信頼されるNO.1 技術商社を目指してまいります。今後ともよろしくお願いいたします。本日はご清聴ありがとうございました。
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注） PER、PBRは、各年度末の株価終値を使用し算出しています。 

参考資料  指 標  

2006/3期 2007/3期 2008/3期 2009/3期 2010/3期 

ROE 10.5％ 10.7％ 10.5％ 2.9％  5.4％ 

自己資本比率 40.9％ 42.9％ 42.0％ 52.6％ 48.0％ 

EPS 16,525円 18,957円 20,689円 5,824円 11,000円 

PER 17.4倍 11.1倍 8.5倍 17.2倍 13.4倍 

PBR 1.7倍 1.1倍 0.9倍 0.5倍 0.7倍 

従業員数 564名 739名 788名 825名 844名 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
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補足資料 

セグメント・品目 主な仕入先名 

半導体事業 

汎用I C  ﾘﾆｱﾃｸﾉﾛｼﾞｰ社、ｵﾝ･ｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀｰ社、TI 社 

専用I C  
ｶﾋﾞｳﾑ・ﾈｯﾄﾜｰｸｽ社、ｺﾈｸｻﾝﾄｼｽﾃﾑｽﾞ社、ﾌﾘｰｽｹｰﾙ・ｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀ
社、富士通ｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀｰ㈱、ｲﾝﾀｰｼﾙ社、ﾋﾟｸｾﾙﾜｰｸｽ社、ｼﾘｺﾝｲﾒｰ
ｼﾞ社、ﾋﾞｸｼｽｼｽﾃﾑｽﾞ社、 ｻﾞｰﾘﾝｸ・ｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀｰ社、ｲﾝﾚﾋﾞｱﾑ 

ｶｽﾀﾑI C 富士通ｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀｰ㈱、ｻﾞｲﾘﾝｸｽ社、ｲﾝﾚﾋﾞｱﾑ 

ﾏｲｸﾛﾌﾟﾛｾｯｻ ﾌﾘｰｽｹｰﾙ・ｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀ社、富士通ｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀｰ㈱、TI 社 

ﾒﾓﾘｰI C IDT社、ﾗﾑﾄﾛﾝｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ社、ｽﾊﾟﾝｼｮﾝ社 

光学部品 ｱﾊﾞｺﾞ・ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ社 

単体電子部品 ｵﾝ･ｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀｰ社 

電子部品他 ｺｰｾﾙ㈱、ｲﾝﾚﾋﾞｱﾑ 

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｼｽﾃ
ﾑ 

事業 

ﾈｯﾄﾜｰｸ関連 ｴｸｽﾄﾘｰﾑﾈｯﾄﾜｰｸｽ社、F5ﾈｯﾄﾜｰｸｽ社 

ソフトウェア ﾏｲｸﾛｿﾌﾄ社、ｵﾗｸﾙ社、ｾﾝｾｰｼﾞ社 

ｽﾄﾚｰｼﾞ関連 ﾌﾞﾛｹｰﾄﾞ社、ｴﾐｭﾚｯｸｽ社 

  品目別仕入先名 
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  半導体事業 用語説明 

品 目 主な取扱商品 機 能 

汎用IC 
汎用ﾘﾆｱIC（ｱﾅﾛｸﾞIC） 

汎用ﾛｼﾞｯｸIC 
色々な用途に共通に使用されるI C 

専用IC   
画像処理用IC 

通信用・ﾈｯﾄﾜｰｸ用IC 
特定用途用に作られた専用I C 

ｶｽﾀﾑIC ASIC、PLD お客様の仕様に応じて作られる固有I C 

ﾏｲｸﾛﾌﾟﾛｾｯｻ ﾏｲｸﾛﾌﾟﾛｾｯｻ、DSP 電子機器の頭脳、演算機能・制御機能 

ﾒﾓﾘｰIC 
DRAM、SRAM 

ﾌﾗｯｼｭﾒﾓﾘ 

記憶用IC、書込み、読出しが可能なものや 
読出しのみのものがある  

光学部品 発光ﾀﾞｲｵｰﾄﾞ、ﾌｫﾄｶﾌﾟﾗ 電気を光に変換して使用する電子部品 

単体電子部品 整流素子、ﾄﾗﾝｼﾞｽﾀ 増幅、整流などの機能を持つ部品 

電子部品他 ﾎﾞｰﾄﾞ、電源、ｺﾈｸﾀ 
ﾌﾟﾘﾝﾄ配線基板上にI C、電源、ｺﾈｸﾀなどの 
部品を実装した製品（ﾎﾞｰﾄﾞ） 

補足資料 
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  ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｼｽﾃﾑ事業 用語説明  

ネットワーク 
関連機器 

インターネット接続機器（負荷分散、セキュリティ） 

企業向けネットワークシステム構築機器など 

ソフトウェア 

 
 
 

セキュリティ用ログ長期保存・分析ミドルウェア 

企業向け産業機器に組み込まれるマイクロソフト
社のソフトウェアなど 

ストレージ 
関連機器 

SAN（ストレージエリアネットワーク）スイッチ、 

SAN接続機器、ストレージセキュリティ機器など 

補足資料 
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  資料取扱い上の注意 

 このプレゼンテーションで述べられている将来の当社事業に関す
る見通しは、現時点で知りうる情報をもとに構築されたものです。 

  当社の参画するエレクトロニクス業界及びＩＴ業界は変化のス
ピードが大変速く、また、世界経済、半導体市況など、当社の業績
に直接的・間接的に影響を与える様々な外部要因があります。 

  したがいまして、今後当社の業績見通しが本プレゼンテーション
と異なる可能性があることをお含みおきください。また、大きな変更
がある場合は、その都度発表していく所存です。 
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